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土地所有権をめぐる争いといえ
ば、途上国研究では古くから延々と繰り返されている課題である。土地は、特に農業国では人々の生命・生活と一致した存在であったが、ひとたびそれが経済的価値を持つに至って以来、人間の欲望をもっとも如実に表す対象のひとつとなってきた。新興国の多くは現在の土地価格の急な高騰に直面しており、投機の対象とされた土地は、マネーゲームに踊らされている。そして、脆弱なガバナンスが不正の温床を提供している。
本稿では、そのような国の一例
として、カンボジアで 所有権をめぐる争いにつき、特に先住民にかかわる土地制度に焦点をあてつつ、土地法の規定実態について紹介する。カンボジア 先住民の土地は、二〇〇〇年代になってから「集団的土地所有権」と う、
他国での先住民の経験をもとにした新しい制度が取り入れられたものの、結局は、有名無実化しており、土地利用慣習は大きな変化を余儀なくされている。彼らの経験には、カンボジアの土地管理行政が抱える課題が凝縮されている。すなわち、監督の目が届かず長年無法地帯に置かれてきたため、ガバナンスの脆弱さが際立っている。定義上国有地とさ る森林地が大半を占めており、国の主張する権利と住民の土 利用慣習とが衝突してい そして、そこ 、近年、多くのNGOなどの支援の手が本格化 、人々の注目を集めるところとなってい●カンボジアの土地制度　
カンボジアでは、私的所有権を
廃止した内戦時代（一九七五〜七九年）の影響で、土地所有権の混
乱が見られる。所有権制度が再構築され始めたのは、一九八九年以降のことである。　
憲法を改正し経済を自由化した
一九八九年「土地管理および使用についての政策実施に関する指導№
3」にて二〇〇〇平米未満の住
宅地の所有権と、五ヘクタール未満の農地の占有権を認めた。そして、これをもとに、一九九二年に住居地を対象とした所有権を認めた新しい土地法 制定した。一九二年土地法は、一九七九年以前の権利関係からの断絶を宣言し（一条） 、そして、法律の制限内での土地所有権を認めつつ、一部で慣習法的な「鋤による獲得」 （耕作し続けることで農地 獲得する）原則を反映した占有権も認めたものであった（六一〜七六条） 。　
一九九三年に憲法制定議会選挙
が行われ新憲法が制定され、経済
活動が活発になってくると、農地の所有権をも含めた包括的な土地法の必要性が認識されるにいたり、アジア開発銀行を中心とした国内外の専門家が集まり、一九九〇年代半ばから新しい土地法の起草作業が行われた。この改正法では、慣習法的な土地 利用形態を解消するための諸策がとられ、二〇〇一年土地法以前に開始された五年以上の占有が継続された土地について所有権を認めることとした（三〇条） 。そして、土地登記に関しては、世界銀行、ドイツ、フィンランド、カナダなどの支援により、衛星写真と最新の機材を用いた積極的な支援が行われた（システマティック・レジストレーション） 。二〇〇二年に正式に開始されたこのプロジェクト よる登録件数は、二〇〇九年九月の時点で一一〇万件に ぼったが、まだ全体をカバーするにはいたっておらず、残りの土地はあいまいな状態に留め置かれている（参考文献③） 。　
このような状況下、二〇〇〇年
代の急激な経済発展にあわせ 、カンボジアでは土地所有権 めぐる紛争が頻発しており、連日メディアをにぎわせている。
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と、二〇〇八年に現地の主要新聞で扱われた土地紛争一七三件は、全国にひろまっている（参考文献④） 。これによると、一つの紛争で平均して一八八世帯、二七六ヘクタールが影響を受けているという。 ただし、 四三％が五 ヘクタール以下である一方、一〇％は五〇〇ヘクタール以上の土地が対象としている。紛争件数が多い州として、シハヌークビ 、カンポット、カンダール州が挙げられている。一方で紛争に巻き込まれる世帯数が多いのは、ラタナキリ、 ラ
チェ、バンテアイミアンチェイ州といった遠隔州の大規模農業が行われている地域であり、先住民が多く暮らす地域が含まれる。 なお、紛争に巻き込まれ 人たちのうち、約半数が裁判や調停の際に効力を主張しうるような公的書類（登記書類を含む）を持っていなかった。●先住民に関する土地制度　
カンボジアの全人口一三四〇万
人（二〇〇八年センサス）の大半は、クメール人（いわゆるカンボジア人）であり、このほかに、中国人、ベトナム人、チャム人（イスラム教徒）が主要な構成要員である。これ以外の、トンプオン、ブラウ、プノン ジャライなど、いわゆる先住民の人口は 一〇〜一五万人程度と考えられ、全人口の一％程度で 彼らは、独自の文化を維持しており、土地利用についても焼畑によ 移動式農業と狩猟・採集 軸と た生活をしている。彼ら 居住地は全国的に分布しているが、特に北東部のラタナキリ州 モンドルキリ州では、人口の過半数を占め いる。以下本稿では、この二州を対象に先住民地域と称する （参考文献②、⑥、地図参照） 。
　
カンボジア憲法第三一条では、
カンボジア市民の法の下の平等および人種や言語、信条等で差別しないことを謳っている。 もちろん、「カンボジア市民」には、先住民も含まれる。ただし、彼らのアイデンティティ・生活・文化を守るために、二〇〇一年土地法では特別な規定をおき、集団的土地所有権（第三章第二部）を認めている。これは、一九九〇年代に繰り返された大規模な森林伐採が先住民にもたらした影響から、彼らの土地の将来を不安に考え NGO・国際機関らが、先住民の代表者らと協力して数多くの土地利用調査やコンサルテーション等を実施し、アドボカシー活動を行った成果のひとつとされる（参考文献⑤） 。　
集団的土地所有権に関する主要
な規定は以下の通りである。 なお、条文は全文を訳出したものではなく、主要箇所のみ抽出した。◦先住民コミュニティは自分たち
の伝統的な慣習にしたがってコミュニティと土地を管理し続けるものとする（二三条） 。
◦先住民の土地とは、住居地や伝
統的な農業を行う土地である。土地には、現在実際に耕作している土地だけではなく、移動式農業をおこなっていく過程で将
来耕作する予定の土地で行政当局に認知されたものを含む。 （二五条） 。
◦このような不動産に対する所有
権は集団的所有権として国によってコミュニティに付与される。この集団的所有権は、個人のもつ所有権と同じ効力をもつが、国公有地上の 有の土地についてコミュニティは処分する権利を持たない。土地に関する紛争はコミュニティ内の伝統的な意思決定過程に解決を任される（二六条） 。
◦文化的、経済的、社会的な変化
に伴い、コミュニティ構成員はコミュニティを自由に離れることができ、当該個人の使用する土地についての権利はコミュニティから移譲されなければならない（二七条） 。
◦先住民の土地は、コミュニティ
構成員以外の外部者に権利を譲渡するということが許されない（二八条） 。
●
 先住民地域での紛争事例
　
先住民地域は、山がちでマラリ
ヤ地域であり、道路等のインフラ整備も遅れてきたことから、森林以外の経済的関心は非常に低い状態が続いてきた。しかし、二〇〇
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〇年代以降、徐々にインフラ整備が進み、同地域の肥沃な赤土を活用したプランテーション開発への関心が高まり 土 そ ものの経済的な価値も高まっていった。このことから、前記のような規定にもかかわらず、先住民地域では土地を外部に売却するケースが増え、紛争が急増した。に生じている土地をめぐる紛争事例として 筆者 これまでに確認したものを整理す と、以下のようにまとめられる。①投資家・政府関係機関と先住民村との間の紛争◦当初の契約面積以上の取引が行
われた（たとえば、村人が合意したのは五〇ヘクタールのみの売買であっ はずが、四〇〇〜五〇〇ヘクタールが投資家のものとなる契約になっていた） 。
◦実態とは異なる投資家を所有者
とした土地の登記が発行され、本来の住人と 間で衝突した。
◦国有地上に住んでいるとみなさ
れた人たち 土地が、投資家の使用を認める「経済的土地コンセッション」の対象地に設定され開発が進められた。
②先住民村の村人間の紛争◦移動式耕作のため、ある時点で
耕作されていない土地が、持
主不在中に借主等によって勝手に売買された。
③先住民村間の紛争◦隣接した村同士の境界線が明確
でないことから、隣の村の土地を侵食してしまった。
◦他の村が、貸しただけのはずの
土地にそのまま居座ってしまった。
　
先住民地域 限らず、類似の事
例は一般のカンボジア人の地域においても観察されるも もある。ただし、先住民が移動式農業を行っていることから休耕地（外見は森林地） を多く擁してい こと、そして、彼らの多くがクメール語ではなくて先住民の言語を主として使っていることに起因して教育水準が他地域よりも非常に低いことなどがあいまっ さ に弱い立場におかれてきたといえる。さらに、人口の増加、および外部の人たち 土地の権利 うつっていっているこ は、先住民地域の土地不足を加速させている。たとえば、先住民が多く居住するラタナキリ州の三村での土地利用状況の調査によると、一九八九年と二〇〇六年のあいだの一人当たりの耕作地が、 Ａ村一ヘクタール→〇・五ヘクタール、Ｂ 三→一ヘクタール Ｃ村五ヘクター
ル→一ヘクタールと、軒並み半分以下に減少している。このため、村・村人同士での土地の取り合いにまでいたっている（参考文献①） 。●環境の急激な変化　
外部の投資家の進出やガバナン
ス上の欠陥のみに原因があるわけではない。急速に経済開発の波が押し寄せたところ、彼ら自身の生活も変わって こうとしている環境の変化は、容赦がない。先住民自身も、土地を売った代金で隣村でバイクやテレビを買っている人たちを見て、その欲求を留めることは不可能に近い。　
筆者が二〇〇八〜〇九年にかけ
て、ラタナキリ州の村を訪ねたとき、村の土地の大半がすでに外部の投資家に売り払ってしまったというある村の村長は、 「以前は、バイクがほしかった すると、土地を売ったんだ。自分たちにはほかに売るようなものがないからね。ただ、最近は、いろんな人たちが＂土地を売って いけない＂というから売っていない」と言っていた。一方、 ＮＧＯと協力して、土地を守ろ というパイロット・プロジェクトの対象になっている村の村長は 「一人 売り始め と、
どんどんと売ってしまって村の連帯が崩れてしまう。村人には土地を売るなと伝えている」と語る。別のプロジェクト対象村で、クメール人と共存している は、「村のなかに住むクメール人たちには、 村の土地を売らな ように伝統的な儀式を行い約束を交わているから うち 村は大丈夫だ」と言う。　
土地登記に向けてパイロット・
プロジェクトが行われている三は、全部で一〇〇以上あるといわれる先住民村のごく一部にすぎない。村長たち個々人のキャパシティによってのみしか、環境の変化に対抗できていないのが現状である。●制度が機能しなか 理由　
二〇〇一年土地法上の土地の集
団的所有権は、制定当時、画期的な試みのひとつと考えられたが、実際には理念のみが先行し、施行は遅々として進まなかった。土地法で認められたはず 集団的土地所有権を実行するための細 な制度が整わなかったためである。たとえば、最初の段階で、集団的土地所有権を認める主体が誰であるのか、そして どのような土地に対して、どこまでの権利を認める
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のか、細かなルールも定めていかなければならなかった。
前提として、先住民の特殊な土
地所有権の登録を問題とする以前に、全国的に土地管理行政全体が遅れていた援助機関も通常の地域に対する通常の土地登記の支援に力を傾けており、先住民の問題はその次の課題とされた。政府関係者の間で先住民の土 に関する問題意識や知識が希薄であったこともあり、制度整備が進まずに長年放置されてきてしまったのだという批判の声も聞かれる。またその背景として、先住民は人口も少なく、彼らの側から積極的に声を挙げるルートも限定 いたため、政府に って相対的に関心の低い位置づけにあったことにも起因するだろう。
政府は「国家戦略開発計画二〇
〇六〜一〇年」において、 「先住民の土地所有権の登記を含め、土地法の効果的な実施のために必要な法的枠組みの構築 取り組みを継続する」等と、早期の取り組みを宣言し、国土管理省内の土地政策評議会が中心となって、大臣会議令や必要なルールの検討を続けてきたが、二〇〇九年五月まで制度の空白が続いてしまった。
重要なルールのひとつである先
住民の土地登録の手続きに関する大臣会議令の草案は、二〇〇八年三月に公開された。 これによると、先住民のアイデンティティと切り離すことができない「精霊の森」や「墓地のための森」の登録範囲をそれぞれ七ヘクタールに限定すること、コミュニティからの脱退の際の補償として当該メンバーへの土地を分配することといった規定が盛り込まれていた。 れに対して、二〇〇八年四月に開催されたワークショップでは、NGO・国際機関や先住民の代表者たちから、 「先住民の土地が限定的にしか守られていない」と懸念の声が表明された。しかし、この大臣会議令については、さらに 休耕部分を国有地と規定する条文をも盛り込み、二〇〇九年五月に承認された。先住民側か すると不満が残るものとなったが、こ により制度不在の状況は一応打開され、その後、実際の手続き 進められる道筋がたっ ただし、絶え間なく変化していく環境に どれだけこの制度が対応できるのかは、未知数である。●結びにかえて　
土地所有権をめぐる慣習法的な
権利をどう扱うかは、伝統的な課
題のひとつである。カンボジアの山岳地帯で起きているこの出来事は、多く 途上国 起きてきた／起きている出来事の一事例に過ぎない。しかし、多くの先行す 経験があっても、なお、繰り返されるこの課題を取り挙げつづけることなしには、いずれの事例も歴史のなかに埋もれていって まうであろう。　
カンボジアの二〇〇一年土地法
は、基本的には慣習法的な権利を放棄する方向で改革が進められたが、先住民地域に限って、集団的所有権を認める手法を取り入れた。しかし、 山積みの課題の か、施行のための取り組みは遅れに遅れた。そして、ようやく取り組みが本格化したころには、 でに守られるべき先住民の土地の多 は失われてしまってい 。今日 制度は整ったが、実際どの程度施行されるのか。カンボジアでの取り組みにおいては、こ までの他国での失敗経験が活かされるときがくるのかも試され いる。事態は変化し続けており、もちろん、研究者として関われる範囲は限られている。ただし、人びとが注視しているあいだも、その関心が去った後も、より長期的に地域を見続けていくことで、課題の本質を
ぐることができると、筆者は考える。（はつかの
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